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１．はじめに 

 筆者らは，これまで合理的な杭および杭頭接合構造を目的とした場所打ち RC 杭の杭頭接合構造の水平載

荷実験を実施してきた 1), 2), 3)．これらの検討の基本的な考え方は，杭頭接合部において帯鉄筋を密配筋にす

ることで変形性能が向上し，これに伴って杭径を縮小させる可能性を有するものである．本論文では，これ

まで実施した場所打ち RC 杭等に関する密帯鉄筋・縮小杭頭構造の水平載荷実験結果を基に密帯鉄筋 RC 杭

頭接合構造の変形性能のモデル化を実施した． 

２．杭頭接合部の変形性能のモデル化 

 図1に参考文献より 1), 2), 3)得られた密帯鉄筋 RC杭頭接合構造

の変形性能のイメージを示した．鉄道構造物等設計標準・同解

説（耐震設計）4)では，部材の変形性能の評価方法が記載され，

同様な考え方を基本とした杭部材に関する研究も実施されてい

る 5)．これらの評価方法のイメージを図 1 にあわせて示した．

帯鉄筋を密に配置することで帯鉄筋の拘束効果，これに付随し

て生じる主鉄筋の座屈発生の遅延が要因と考えられる Y 点（主

鉄筋降伏発生），M 点（主鉄筋座屈発生）の上昇（向上）が観

察された．本研究では，これらの要因による現象を評価するこ

とに主眼をおいた． 

(1)コンクリート強度の評価 

 My，Mmの向上は帯鉄筋の拘束効果により見かけ上コンクリート強度が上昇するとし，式(1)により評価す

るとした 6)．ここで，f’cck:帯鉄筋による拘束効果を考慮したコ

ンクリートの設計基準強度(N/mm2), f’ck:コンクリートの設計基

準強度(N/mm2), fl:コンクリートの有効横拘束圧(N/mm2), f’syd:帯

鉄筋の設計降伏強度(N/mm2), As:帯鉄筋の公称断面積(N/mm2), 

s:帯鉄筋間隔(mm), D:帯鉄筋リング径(mm), t:仮想鋼管肉厚(mm)

である．図 2 に式(1)から得られるコンクリート強度 f’cckと実験

から得られた f’cktestとの比較を示す．これより式(1)より算定さ

れるコンクリートの設計基準強度の 60%程度が妥当であること

がわかる． 

 

 

 

(2)鉄筋抜け出しによる回転角 

 参考文献 7)では，帯鉄筋比 pw=0.25～1.25%ま

での実験結果から M 点におけるフーチングから抜け出しによる回転角の関係を求めているが，本研究の pw
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図 2 コンクリートの設計基準強度の

評価 
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図 1 密帯鉄筋 RC 杭頭構造の変形性能

のイメージ 

(2) 
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は 1.08～2.25%にある．したがって，帯鉄筋・強度に関する上限値を削除し，式(3)のみを用いることとした．

ここで，θm1:M 点でのフーチング内からの軸方向鉄筋抜け出しによる回転角, θy1:Y 点時のフーチング内か

らの軸方向鉄筋抜けだしによる回転角, Kw0:帯鉄筋強度を考慮した係数, N/Nb:釣合軸力比で N は作用軸力，

Nbは釣合軸力である． 

(3)塑性ヒンジ回転角 

 塑性ヒンジ回転角θpmについても同様に，式(3)を用い，帯鉄筋・強度に関する上限値を削除した． 

３．実験結果との比較 

 図 3 に載荷実験から得られた曲げモーメントと回転角の関係（M－θ関係）を載荷実験毎に示した．図中

には，参考文献 4), 5,) 7)を基に算定した M－θ関係の他に，上述した評価方法を取り入れたＭ－θ関係も示し

た．これより本提案法(緑色)はほぼ妥当で合理的な評価方法であると考えられる． 

４．結論 

 本研究では，密帯筋 RC 杭頭接合構造の変形性能のモデル化を目的として，帯鉄筋の拘束効果による耐力

向上および変形性能向上の評価方法を鉄道構造物等設計標準・同解説（耐震設計）の考え方をベースに提案

した．提案した評価方法は実験結果の帯鉄筋比の範囲では，載荷実験結果と比較して過大な耐力・変形性能

を有するものではないことが判明した．今後，鉄道技術基準に導入すべく，試設計・マニュアルの整備を進

めていく予定である．  
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